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既に提出した原告ら準備書面 82につき、下記の誤植等がありましたので、お詫びして、

以下のとおり訂正させて頂きたく、上申いたします (下記の頁は、全て、原告ら準備書面

82の頁です。)。

第1 誤植等の訂正

1 27頁・下から8行日 (下線部分 1文字追加)

誤 :「 ち、新規制基準の不合理性……」

正 :「即ち、新規制基準の不合理Jl生中●●」

2 28頁 。上から11行日 (下線部分 1文字訂正)

誤 :「常温程度以下に無たれた使用済燃料……」

正 :「常温程度以下にイ呆たれた使用済燃料……」

3 30頁 ・上から10行 日 (下線部分 1文字分詰める)

誤 :「いない新規制 基準は、緩やか……」

正 :「いない新規制基準は、緩やか……」

4 38頁・下から1行 日から39頁上から1行日 (下線部分14文字削除)

誤 :「及び『イ そもそも、新規制基準は、設計原子力規制委員会の新規制基準……」

正 :「及び『イ 原子力規制委員会の新規制基準……」

第 2 差し替え

1 差し替え対象部分

11頁から16頁の「工 原告らは、全電源喪失状態 (SBO)時 を問題にしてい

るのに対し、被告国は、定期 J点検中に「重大事故に至るおそれがある事故」が起きた

場合等の「数値の低い (問題がないようにみえる)データで反論してお り、極めて不
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当であること」の項目の記載を、全て、下記 2の記載に差し替える。

2 差し替え後の「工」の項目の全文章

「 工 原告らは、全電源喪失状態 (SBO)時を問題にしているのに対し、被告国は、

定期 J点検中や「重大事故に至るおそれがある事故」だけが起きた場合等のデータ

で反論しており、不当であること」

(ア)被告国の反論内容

被告国は、「また、原告らは、原子炉停止から3日 後でも 1時間に 8。 3ト ン

の水を蒸発させるだけの崩壊熱が発生するとした上で被告国の主張が不当であ

るとするが、実際に、川内原子力発電所において、上記の冷却設備や補給水設

備の機能が停止した場合、同 1号炉においては、炉心から使用済燃料を取り出

した直後で、崩壊熱が高い状態となっている定期点検中であつて ぅヽ(乙 口第 17

3号証 「28-2」 )、使用済燃料貯蔵槽の設備の機能停止から沸騰まで約 14

時間掛かり、使用済燃料貯蔵槽の水位が3.3m以上低下し、水位が遮断設計基

準値(放射線の遮断が維持される水位)以下となるのに、更に約 1.8日 間掛かる

と評価されている。さらに、川内発電所 2号炉においても、上記と同様の前提

の定期J点検中であつても、使用済燃料貯蔵槽の設備の機能停止から沸騰まで約

14時間掛かり、使用済燃料貯蔵槽の水位が 3.3m以上低下し、水位が遮断設

計基準値(放射線の遮断が維持される水位)以下となるのに、更に約 1.8日 間掛

かると評価されている。このように、川内原子力発電所では、使用済燃料貯蔵

槽内の冷去「設備等が機能停止したとしても、遮断設計基準水位以下まで水位が

低下するのに、最短で約 2.4日 を要するとされているのである(乙口第 173

号証「28‐ 4」 及び「28-5」 )」 と主張して、「原告らの主張は、崩壊熱に

よる 1時間当たりの水の蒸発量のみを挙げ、実際の使用済燃料貯蔵槽内の水量

を想定しないもので、不当というほかない。」と反論している (被告国の準備

書面 (17)・ 13頁のイ。下線は原告ら訴訟代理人)。
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(イ)被告国が証拠で指摘しているのは「点検中」のデータと、「重大事故に至る

おそれがある事故」の「想定事故 1」 のデータの2ケースであること

しかし、被告国が上記(ア)の反論中で取り上げている証)とは、被告九州電力の

乙口第 173号証の「28‐ 2」 並びに乙口第173号証の「28-4」 及び「2

8‐ 5」 である。

まず、乙口第 173号証の「28‐ 2」 イま、「①定検 (定期J点検)中」におけ

る「使用済燃料ピットの水位低下時間評価」のデータである。

次に、乙口第 173号証の「28‐ 4」 及び「28-5」 は、「想定事故 1(使

用済燃料ピット冷却系及び補給系の故障)」 を仮定した場合における「使用済

燃料ピットの水位低下及び遮へいに関する評価について」という資料であり、

「28-5」 の儡)には下記の「算定結果」が示されている。

なお、「想定事故 1(使用済燃料ピット冷却系及び補給系の故障)」 という

のは、設置許可基準規則 37条 3項の「重大事故に至るおそれがある事故が発

生した場合」に関して、設置許可基準規則の解釈37条 3-1において、「使

用済燃料貯蔵槽内に貯蔵されている燃料の著しい損傷に至る可育〕性があると想

定する」想定事故のうち、同(a)が 「想定事故 1」 として定める「使用済燃料

貯蔵槽の冷去,機能又は注水機能が喪失することにより、使用済燃料貯蔵槽内の

水の温度が上昇し、蒸発により水位が低下する事故」をいう。
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宏8 使用済燃撃+遣 ットの水位低下及び難へいに閥する評イ凸について (3/45)

② 沸騰開始から逮へい設計基準催以下の水位となる時閣

ネ位儀F時閣E日ヨ=
ピット 索水密度蕪を1■/れ

'喜

X(白和森気エンタルピ【kJ/kgユ ー歯和永エンタルどこ箕ど/に選ユ〕
使用沸機科げット路負荷『購]X10息 X8600x24

上aE計算武を府いて以下の条件にて章定した。
※永密度に,ぃ、は、選車が100℃のを森の碑虞t興いて評価

残aF,初矧題蔵1章定敏中書40篭、,E常■転中を蜘皓とすう。

(3)算定捕暴

定機中 通常題備鋳

,彊内1暑炉

⑬ 玲却雄鮨停止から,力曲求での鋳商 [h3 的14日、,聞 郎Ⅲ29鋳閣

④ 昂畿節おから選ヽい設計恙率僅以下のふ位となる時師 EE番 約,_8日 約9,0日

代警注永翻祐までの鋳罰的余裕 (たう+④  EE〕 約2.4日 鉤41日

】i内 2号炉

〔D 冷才夢韓Hほ停止から瘍隣事ての鶯闊 【ha 約14時間 鉤28時間

④ 沸脳開始から近へい藤静基準鎮以下のネ位となる時蘭 [日こ 約1拿風 舶3,1日

代警注水 BB始までの鋳閣的魚裕 r重,孝り と同ユ 約24日 命

“

4、 2日

(4)ま とめ
使用鱗燃料ピットの冷却機縦停止から遠へい設静恙隼永数以下までピット本が議発するのに、最題で絡2こ臣
を凝するこ

20「S

(ウ)被告国が「最短で約 2.4日 を要する」としているのは、全電源喪失状態 (S

BO)時 ではなく、「重大事故に至るおそれがある事故」の想定事故 1だけが

起きた場合を前提としたデータであること

この 「算定結果」をみると、被告国が、 「)H内原子力発電所では、使用済燃

料貯蔵槽内の冷却設備等が機能停止したとしても、遮断設計基準水位以下まで

水位が低下するのに、最短で約 2.4日 を要するとされている」と述べているの

は、 「想定事故 1(使用済燃料ピット冷却系及び補給系の故障)」 だけが起き

た場合のデータである。

(工)原告らは、新規制基準が福島第一原発事故の教訓を踏まえた合理J陛のあるも

のかどうかに関して、全電源喪失状態 (SBO)下 の原子炉緊急停止 (スクラ

ム)後の崩壊熱を問題にしているのに対し、被告国は、想定事故 1だけが起き

た場合のデータで反論しており、不当であること

原告 らが、「元の値が膨大であるだけに、 0。 1%と いつても依然かなりの
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発熱量に相当する。この崩壊熱を除去しなければ、崩壊熱の発生源である燃料

ペレットや燃料被覆管の温度が上昇を続け、溶融や損傷、崩壊が起こってしま

う」という国会事故調の指摘や、「原子炉停止から3日 後でも 1時間に 8。 3ト

ンの水 (100℃)を蒸発させるだけの熱 (5.2MW)を 発生」させるとい

う田中俊一氏の指摘を取 り上げて主張したのは、新規制基準が、果たして、福

島第一原発事故の教訓を踏まえた合理J性のあるものになっているかどうかを議

論する中で、全電源喪失状態 (SBO)下 の原子炉緊急停止 (ス クラム)後の

崩壊熱の危険性を問題にしていたものである。

これに姑し、被告国は、それよりも事故態様の軽い「想定事故 1」 (重大事故

に至るおそれがある事故)だけが起きた場合のデータを使用して反論しており、

不当である。」

以 上
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